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研究成果の概要（和文）： 
 国により多様な展開を見せるシティズンシップ教育であるが、そのカギは、主権国家などの
上位集団との関係性をどのように設計するかであることが明らかとなった。多文化共生社会を
基盤とする社会における公教育は、諸集団の持つ価値観や個人内の価値観の多様性を尊重しな
がらも、カリキュラムの構成上、国内地域や諸集団に置くか、これまで通り主権国家を単位と
するか、近隣諸国を含めた地域とするか、「包括性」の捉え方から設計を行うべきことが明らか
となった。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 The differences in the concept of Citizenship education in each country are caused by 
how each specific group in that country relates to the upper “inclusive” group, such as the 
nation state, in the educational policy and curriculum.  This research points out the 
relational aspects among different levels of groups, such as community, local, national and 
regional, included in the curriculum of Social studies from historical and cross-cultural 
perspectives.  This research concludes that there are two key points in reconstructing 
Citizenship education in pluralistic societies: the boundary of “inclusive citizenship” and 
the “vertical” relationship between the upper inclusive group and the small groups, or 
individuals. 
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１．研究開始当初の背景 
1990年代後半以降、アメリカでは宗教・民

族対立の中での民主主義概念の再考、ヨー
ロッパ圏ではＥＵと自国との関係など、多
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元的市民性の中での自国教育における人間
形成が再考されてきた。また、イングラン
ドにおいてはB・クリックを座長とする審議
会が、1998年10月22日付けの最終報告書（い
わゆるクリック・レポート）の中で、「人
格形成」や「社会的参加」の必要性を説き、
その後、新教科Citizenship（2002年～）を
盛り込むなど国際的な研究の中心的課題と
なっている。しかしながら、日本では、「公
民的資質」は社会科における自明のターム
として、その特殊性がほとんど議論の対象
となってこなかった。 

研究開始当時、多文化共生社会の中での
公教育のあり方を、特に国際的な議論の場
で位置づける必要があった。 
 

２．研究の目的 
本研究目的は、比較文化史的な視点を取り

入れつつ、①日本の「公民的資質」観を歴史
的・原理的に位置づけ、②国際的に通用する
論理として明確にすること、③その上で、国
際的な場で「発信」していくことであった。 

近年、シティズンシップ教育の国際テｋな
学会交流が始まると、アメリカとＥＵ圏の
Citizenship 観の違い、アジア諸国、イスラ
ム諸国の研究者との違い明確なものとなっ
て現れてきた。同時に、グローバル時代にお
ける我が国の人間形成の「特質」と「世界各
国との共通性」が明確に位置づけられず、ま
た我が国の教育観が各国に充分に発信され
ていなかった。すなわち、従前の「一国の人
間形成を考察した時代」から、「教育のグロ
ーバル化・共通化との関連を考えつつ、その
一方で国際的な社会との対比で自国の教育
観の位置づけを考えていく時代」に必要な教
育の論理をもう一度問い直すことが、必要と
なった。これが本研究の最終的な目的である。 
 
３．研究の方法 

本研究の方法として、各主権国家単位で
あった従来のシティズンシップ観を「現代
的な文脈」から捉えなおすことがあげられ
る。この「現代的な文脈」とは、①多元的
市民性を前提とする多重な「公」概念の相
互関連からシティズンシップ観を捉えなお
す点、②国家的な教育政策または思想的な
官民二項対立論でなく、現実の中央の政策
と地方の論理のズレや実践の場での多様性
を前提に歴史的展開を論じる点の二点を意
味する。 

具体的には、①国内のシティズンシップ
観を中央と地方の具体的関係を歴史的に捉
えなおす（著書「農村小学校の学校経営と
村教育会―宮城県名取郡中田村を事例とし
て―」など）、②日本およびアジア諸地域
との「包括性」の視点からその特徴を捉え
な お す （ 学 会 発 表 ‘The Concept of 

Pluralistic Society in Asian Society’
など）、③日本におけるシティズンシップ
観を国際的な観点から位置づけなおす（学
会 発 表 ’Citizenship Education in 
Japan’など）の三つの方向からアプローチ
した。 
これによって「現代的な文脈」から我が

国の「公民的資質」を再検証し、国際的な
議論の中で、我が国における「公民」観形
成の歴史的・論理的構造を、国際的な観点
から捉えなおした。 
 
４．研究成果 
(1)シティズンシップ教育の国際比較、およ
び国内における公民形成を分析、また、中
央と国内地域の対比を軸とした授業開発
を行った結果、「包括性」の位置づけとカ
リキュラム構成にカギがあるとの結論に
いたった。（論文：「グローバル教育におけ
る「多元性」と「包括性」の問題について
―英国シチズンシップにおける議論を手
がかりに―」参照）。今後、「包括性」と「多
元性」を手がかりに実際の社会科カリキュ
ラムの分析、開発を行う予定である。 

(2)本プロジェクトの主要な目的のひとつと
して、国際的な場での発信と議論を掲げた。
結果として、3 年間で 7 回の国際学会での
発表を行った。 

(3)現在、印刷中であるが Norio IKENO ed, 
"Citizenship Education in Japan," 
Continuum Intl Pub Group において日本の
シティズンシップ教育の歴史について執
筆した。期限内には間に合わなかったが、
イギリスにおいて刊行予定である。また英
語ＨＰによる研究成果の公表を行った。 

(4)さらに、日本の中で地域社会を担う人物
をどのように育成してきたか、公教育との
関係はどうか、について、板橋孝幸は 3冊
の著作を刊行している。 

(5)本予算内の期間は、当初の予定通り、国
際的な発表を中心に行ったが、今後、その
成果を刊行物として公開していく。 
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